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第２　令和７年度下半期の財政について

１　令和７年度予算の下半期補正の概要

(1）  一 般 会 計

令和７年度予算の９月定例府議会補正予算までの計上額は約１兆384億円となっておりまし

たが、以降の補正予算は次のとおりです（第２図及び第３図参照）。

12月定例府議会においては、物価高騰等の影響が長期化する中、国の『「強い経済」を実現

する総合経済対策』を最大限に活用し、府民生活や事業活動を守るための緊急対策に必要な予

算や人事委員会勧告による職員の給与改定等に係る予算を追加計上いたしました。

また、12月定例府議会の閉会後、１月に行われた京都府議会議員補欠選挙、高病原性鳥イン

フルエンザ緊急対策及び２月に行われた衆議院議員選挙・最高裁判所裁判官国民審査につい

て、関係予算を定める必要が生じましたが、特に緊急を要し議会を招集する時間的余裕がな

かったため、専決処分により予算を追加計上いたしました。

京都府

令令 和和 ７７ 年年 度度
１１２２ 月月 補補 正正 予予 算算 案案

（（追追加加提提案案））

物価高騰等の影響が長期化し、府民生活や中小企業、農林水
産業等は大変厳しい状況にある。

そのような中、国の『「強い経済」を実現する総合経済対策』を
最大限に活用し、府民や事業者の皆さまに支援が少しでも早く
行きわたるよう、緊急対策を講じるために必要な予算を編成。

1

予予算算編編成成のの基基本本方方針針

１ 府民生活を守るための取組

２ 事業活動を守るための取組

３ 人・物・情報・日々の生活の基盤づくり
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2

府府民民生生活活をを守守るるたためめのの取取組組①①

国の支援対象とならないＬＰガスの消費者負担を軽減
新新 ＬＬＰＰガガスス価価格格高高騰騰対対策策費費 22..99億億円円規規模模拡拡

生生活活困困窮窮者者等等物物価価高高騰騰対対策策緊緊急急生生活活支支援援事事業業費費 22千千万万円円規規模模

年末年始の生活不安を解消するため、食料品等の支援を緊急的に実施

国の電気・都市ガス料金支援に合わせ

１１契契約約当当たたりり11,,000000円円（（上上限限））のの支支援援をを実実施施

ポイント

新新 私私立立学学校校物物価価高高騰騰対対策策緊緊急急運運営営支支援援事事業業費費 11千千万万円円規規模模新新

物価高騰の中、施設整備費等の値上げに伴う保護者負担の増加を回避

4

事事業業活活動動をを守守るるたためめのの取取組組①①

持続的な賃上げ実現に取り組む中小企業者を緊急的に幅広く支援

新新 賃賃上上げげ実実現現緊緊急急支支援援事事業業費費 1100..00億億円円規規模模

平均消費者物価指数（京都市）の上昇率を上回る賃賃金金のの引引きき上上げげ等等

 高収益ビジネスモデルへの転換や価格転嫁に向けたコンサル料、
 照明設備やエアコン導入など、設設備備投投資資にに限限ららずず幅幅広広くく支支援援

☆小規模企業や障害福祉サービス事業所等は補助率をかさ上げ

５００万円（障害福祉サービス事業所は１００万円）

ポイント

新新

補補助助要要件件

支支援援対対象象

補補助助上上限限

厳しい状況にある社会福祉施設等の空調設備の導入等を緊急支援
新新 社社会会福福祉祉施施設設等等省省エエネネ推推進進緊緊急急対対策策事事業業費費 99..00億億円円規規模模新新

高齢者施設、障害者福祉施設、私立保育所、私立幼稚園、
 認定こども園、児童養護施設等  ☆約２,８００施設

１００万円

支支援援施施設設

補補助助上上限限

3

府府民民生生活活をを守守るるたためめのの取取組組②②

新新 保保育育所所等等活活動動継継続続支支援援事事業業費費 88千千万万円円規規模模

子どもの成長に必要な体験機会を継続するため、保育施設等を緊急支援
ポイント

新新

厳しい状況にある子ども食堂や児童養護施設等を緊急的に支援
新新 ききょょううととここどどもものの城城等等特特別別支支援援事事業業費費 11千千万万円円規規模模拡拡

ポイント

食材費等の負担が増加している、子ども食堂や児童養護施設等に対し、

ここれれままででとと変変わわららずず食食事事をを提提供供ででききるるよようう支支援援をを強強化化
☆子子どどもも食食堂堂：（従来）1,000円/日⇒（（今今回回））22,,000000円円//日日、児児童童養養護護施施設設等等： （従来）16,000円/人⇒（（今今回回））1188,,000000円円//人人

物価高騰下において、

保保育育施施設設等等がが行行うう行行事事やや発発表表会会等等のの経経費費へへのの支支援援をを実実施施
☆私私立立保保育育所所  ： 783施設（55,706人）、私私立立幼幼稚稚園園  ： 134施設（13,942人）

5

事事業業活活動動をを守守るるたためめのの取取組組②②

米価高騰により影響を受ける「京の酒」づくりを緊急的に支援
新新 「「京京のの酒酒」」づづくくりり緊緊急急支支援援事事業業費費 11..77億億円円規規模模

「京の酒」づくりを途絶えさせないため、

酒酒米米購購入入費費のの支支援援やや、、酒酒米米のの収収量量・・品品質質向向上上にに資資すするる取取組組をを支支援援

ポイント

新新

厳しい状況にある農林水産業者等の経営基盤強化に資する取組を支援
新新 農農林林水水産産業業経経営営基基盤盤強強化化緊緊急急支支援援事事業業費費 33..44億億円円規規模模拡拡

高温対策や収量・品質向上に資する

機機器器導導入入等等やや（スプリンクラー、色彩選別機等）

新新技技術術のの実実証証、、病病害害虫虫リリススクク低低減減のの取取組組をを支支援援（水稲の安定生産技術の確立等）

ポイント

ヤンマーアグリジャパン（株）

6

事事業業活活動動をを守守るるたためめのの取取組組③③

医医療療機機関関・・福福祉祉施施設設等等物物価価高高騰騰対対策策事事業業費費 4411..33億億円円規規模模

医療機関や福祉施設等の光熱費等の負担を軽減

光光熱熱費費・・食食材材費費

診療報酬や介護報酬が法令等により定められているなど、
利用者への価格転嫁が困難な医療機関等に対して支援金を支給

医医療療材材料料費費・・ガガソソリリンン代代等等

医医療療機機関関・・福福祉祉施施設設職職員員処処遇遇改改善善等等推推進進事事業業費費 5544..77億億円円規規模模

人材確保、職場定着を図るため、診療所・薬局等職員の処遇改善を支援

医療機関、高齢・障害者施設、保育所等に対して支支援援金金をを支支給給 （１５億円規模）

拡拡

ポイント

医療機関、高齢・障害者施設、保育所等に対して支支援援金金をを支支給給 （２６億円規模）
新新

拡拡

7

人人・・物物・・情情報報・・日日々々のの生生活活のの基基盤盤づづくくりり

国の「第１次国土強靱化実施中期計画」を活用した早期の効果発現
国国土土強強靱靱化化にに資資すするる道道路路整整備備やや治治水水対対策策のの推推進進 222277..99億億円円規規模模

箇所例

土石流

竹野川
【京丹後市】

防賀川（新西浜樋門）
【京田辺市】

樋門や放水路の新設等
による治水安全度の向上

国道423号(法貴バイパス)
【亀岡市】

異常気象時の
事前通行規制区間の解消

流域の人家浸水被害の解消
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２月定例府議会においては、国の経

済対策を積極的に活用するため、令和

８年度当初予算と一体的に14 ヶ月予

算として編成し、中小企業の事業継

続、生活困窮者や大学生に対する支援

などの物価高騰対策等に要する経費

を計上するなど、総額約520億円を計

上いたしました。

歳入予算については、府税等の一般

財源を約551億円増額するとともに、

国庫支出金や府債等の特定財源を約

31億円減額いたしました。

以上の補正の結果、令和７年度の最

終予算額は約１兆1,356億円となり、

前年度（約１兆890億円）に比べ、約

466億円、約4.3％の増となりました。
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(2）特　別　会　計

営林事業特別会計のほか９会計の９月定例府議会補正予算までの計上額は、約5,333億円で

したが、12月定例府議会では約135万円、２月定例府議会において約204億円を増額いたしまし

た。

以上の補正の結果、令和７年度の最終予算額は、約5,537億円となり、前年度（約5,864億円）

に比べ約327億円、約5.6％の減となりました。

　最 終 予 算 （特別会計）
	 （単位：千円）

特 別 会 計 名
令和６年度 



令和７年度 


増減

－

対前年度比

/

営 林 事 業 319,987 279,942 △40,045
％

87.5

母子及び父子並びに寡婦福祉資
金貸付事業　　　　　　　　　 573,599 538,895 △34,704 93.9

農 業 改 良 資 金 助 成 事 業 等 85,974 83,744 △2,230 97.4

中小企業経営基盤強化資金助成
事業　　　　　　　　　　　　 141,049 145,676 4,627 103.3

収 益 事 業 32,022,348 35,694,866 3,672,518 111.5

地 域 開 発 事 業 66,743 106,491 39,748 159.6

公 共 用 地 先 行 取 得 事 業 73,361 75,580 2,219 103.0

港 湾 事 業 2,150,747 2,097,798 △52,949 97.5

公 債 費 326,478,839 294,314,319 △32,164,520 90.1

国 民 健 康 保 険 事 業 224,487,898 220,320,618 △4,167,280 98.1

合 計 586,400,545 553,657,929 △32,742,616 94.4
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２　令和７年度予算の執行状況

令和７年度予算の執行に当たっては、計画的かつ効率的な執行に努めた結果、令和８年３月

31日現在の執行状況は、一般会計においては収入率89.5％、支出率83.3％となっており、特別

会計においては収入率92.8％、支出率94.9％となっております。

令 和 ７ 年 度 予 算 の 執 行 状 況

　一　般　会　計
（令和８年３月31日現在）   （単位：千円）

科　　　　目
歳　　　　　　　　　　入

科　　　　目
歳　　　　　　　　　　出

予算額 収入額 収入率
/ 予算額 支出額 支出率

/

府 税 322,557,000 312,540,391
％

96.9 議 会 費 1,998,504 1,975,949
％

98.9

地方消費税清算金 138,433,580 138,433,581 100.0 総 務 費 65,566,468 49,936,764 76.2

地 方 譲 与 税 59,240,000 59,317,546 100.1 民 生 費 208,160,132 144,538,816 69.4

地方特例交付金 1,000,194 1,000,194 100.0 衛 生 費 25,803,340 16,386,713 63.5

地 方 交 付 税 209,999,934 210,708,217 100.3 労 働 費 3,891,927 2,952,053 75.9

交通安全対策特別
交付金　　　　　 270,000 268,854 99.6 農林水産業費 34,512,343 17,473,702 50.6

分担金及び負担金 1,997,663 875,923 43.8 商 工 費 164,900,264 160,725,225 97.5

使用料及び手数料 11,040,111 10,134,637 91.8 土 木 費 125,911,828 63,019,397 50.1

国 庫 支 出 金 147,524,285 94,088,788 63.8 警 察 費 85,247,315 79,401,945 93.1

財 産 収 入 2,850,538 2,842,494 99.7 教 育 費 190,407,130 172,800,219 90.8

寄 附 金 1,482,886 1,385,539 93.4 災害復旧費 1,043,216 539,006 51.7

繰 入 金 24,060,359 21,449,202 89.1 公 債 費 134,916,043 134,878,973 100.0

繰 越 金 9,239,693 9,239,694 100.0 諸 支 出 金 147,512,202 147,041,457 99.7

諸 収 入 166,256,141 161,904,627 97.4 予 備 費 33,672 0 0.0

府 債 93,952,000 40,307,200 42.9

仮 受 金 0 350,134 ー

合　　　　計 1,189,904,384 1,064,847,021 89.5 合　　　　計 1,189,904,384 991,670,219 83.3

（注） 本表には、令和６年度明許繰越分（54,241,363千円）、事故繰越分（5,222千円）を含んでいます。
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　特　別　会　計
（令和８年３月31日現在）   （単位：千円）

科　　　　　　　　目
歳　　　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　　　出

予算額 収入額 収入率
/ 予算額 支出額 支出率

/

営 林 事 業 329,942 200,829
％

60.9 329,942 194,035
％

58.8

母子及び父子並びに寡婦福祉資
金貸付事業　　　　　　　　　 538,895 529,028 98.2 538,895 372,554 69.1

農 業 改 良 資 金 助 成 事 業 等 83,744 241,729 288.7 83,744 16,291 19.5

中小企業経営基盤強化資金助成
事業　　　　　　　　　　　 145,676 167,652 115.1 145,676 23,779 16.3

収 益 事 業 35,937,466 28,178,590 78.4 35,937,466 25,518,641 71.0

地 域 開 発 事 業 106,491 85,603 80.4 106,491 103,976 97.6

公 共 用 地 先 行 取 得 事 業 75,580 75,512 99.9 75,580 75,512 99.9

港 湾 事 業 2,437,218 328,636 13.5 2,437,218 1,751,016 71.8

公 債 費 294,314,319 305,101,469 103.7 294,314,319 294,285,565 100.0

国 民 健 康 保 険 事 業 220,320,618 179,476,612 81.5 220,320,618 203,858,880 92.5

合　　　　　　　　計 554,289,949 514,385,660 92.8 554,289,949 526,200,249 94.9

（注）  本表中、営林事業特別会計には、令和６年度明許繰越分（50,000千円）を、収益事業特別会計には、令和６年度

明許繰越分（242,600千円）を、港湾事業特別会計には、令和６年度明許繰越分（339,420千円）を含んでいます。


